
「大阪の成長戦略」のバージョンアップについての
有識者ヒアリング結果（概要）
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成長戦略のこれまでの取組みへの評価や今後取り組むべき課題について、有識者（大学教

授、シンクタンク、民間企業など約100 名）にヒアリングを行い（H29 年５月～12月）、その

要点を取りまとめた。



Ẍ

○

、少なくとも、観光インバウンドにおいて顕著なように、

［大学教授、シンクタンク］

○ できる。他の自治体でここまで

の取組みは多くない。 。［シンクタンク］

○ 。政府の経済政策と連携した効果的

施策を期待。 も担っており、こうした取組みは評価。［大学教授］

○ 成長戦略には、 がある。また、特定の地

域だけで特定事業を展開することが難しい金融機関などでは、

もある。［シンクタンク、金融機関］

○ 戦略策定時には明るい話題もなく、夢物語のように思えたが、今はインバウンドや万博、ＩＲなど

と思う。 が、 。［シンクタンク］

□ 目標をたて成長戦略を策定し「大阪は独自路線を歩む」という姿勢は必要だが、経済を大きく動かすには国との強いパ

イプも必要であり、 ［大学教授］

□ インフラ整備などの蓄積が開花しつつあり、結果として、 と言える。

。［シンクタンク］
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■内外の集客力強化

【主な取組み例】

・世界的な創造都市、国際エンターテイ
メント都市の創出
⇒水都大阪、大阪・光の饗宴、大阪

マラソン、大阪ミュージアム
⇒大阪観光局による戦略的な観光ま

ちづくりの推進
⇒大阪城公園の民間事業者による

管理運営（JO-TERRACE 
OSAKA開業）、天王寺公園のエ
ントランスエリア（てんしば）整備、
万博記念公園におけEXPOCITY
のオープン、MICE誘致の取組み
など

・関西国際空港のハブ化
⇒LCCネットワーク拡大、関空アクセス

の利便性向上 など

・関西観光ポータル化の推進
⇒関西広域連合による観光魅力の

向上、OsakaFreeWi -Fiアクセス
ポイント拡大など

Ẍ ệ

ẌẌ

Ẍ LCC
資料：国際観光統計（JNTO)及び消費動向調査（観光庁）及び、関西エアポート株式会社「2017 年国際線夏期スケジュールは

過去最高の週1,260 便に」2017 年03 月23日ニュースリリースより作成
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Ẍ ệ

○ 関西空港のLCC 。インバウンド増加に一番大きく貢献し、大阪のまちの活

気を変えた。［シンクタンク、金融機関］

○ 「大阪城公園、てんしば」など、

。［シンクタンク、民間事業者］

○ 行政の取組みもあり、外国人観光客誘致のために以前から課題として指摘されつつ、なかなか進まなかった

。 。

［シンクタンク］

□ グローバルなマーケ

ティングやパートナーシップの強化が必要。［大学教授］

□ MICEに関しては、 。［シンクタン

ク］

□ Wi -Fi 。わわざわざ訪れたい都市となる

には、 がある。［民間事業者］

□ 。国際的な経営者の会合でもカンファレンス後のアフターディナー

で街に出るのは当然。夜に本当に遊べる場所が大阪は十分ではない。［民間事業者、金融機関］
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■人材力強化・活躍の場づくり

【主な取組み例】

・国際競争を勝ち抜くハイエンド人材
の育成
⇒グローバルリーダー育成、留学促

進事業、高校生相互派遣・交
流事業、公設民営学校(国際
バカロレア)設置に向けた取組み

・外国人高度専門人材等の受入拡
大
⇒海外留学プロモーション、外国人

留学生の府内企業へのインター
ンシップ事業

・成長を支える基盤となる人材の育
成力強化
⇒小中学校における英語教育推進

、高校生のアントレプレナーシップ
教育、大学におけるPBL等実践
的産学官連携プログラムの実施

・地域の強みを活かす労働市場の構
築
⇒OSAKAしごとフィールドにおける

ハローワーク業務との一体的運営

・成長を支えるセーフティネットの整備
と多様な人材が活躍できる場づくり
⇒男女いきいき・元気宣言、

OSAKA女性活躍推進会議

Ẍ ệ

Ẍ （年度ベース）

資料：大阪労働局 「統計年報」より作成
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Ẍ ệ

○ ハローワークと連携した就職支援施設ṕOSAKA Ṗ

。［シンクタンク］

○ で実績も生まれて

いる。［大学教授］

□ 人材・技能育成に関して、

。

［シンクタンク］

□ 就業率向上では、若い人の が課題。また、マッチング支援では、

。［金融機関］

□ 。世界で活躍できるレベルには、まだ遠い。また、アジアからのインバウン

ド増加など、今後、多様な言語でのコミュニケーション能力が求められる中で、

。［大学教授］

□ ễ

。［大学教授］

□

［金融機関］
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■強みを生かす産業・技術の

強化

【主な取組み例】

・先端技術産業のさらなる強化
⇒「総合特区・国家戦略特区」の

指定、PMDA関西支部設置、
健都プロジェクト

・世界市場に打って出る大阪産業・
大阪企業への支援
⇒大阪府知事、大阪市長による

中小企業のトッププロモーション

・生活支援型サービス産業・都市型
サービス産業の強化
⇒スマートエイジング・シティの実

現に向けた市町村支援

・対内投資促進による国際競争力
の強化
⇒うめきたにおける世界から人材、

資金、情報を呼び込む「グロー
バルイノベーション創出拠点」の
形成

・ハイエンドなものづくりの推進
⇒MOBIOの運営

・成長分野に挑戦する企業への支
援・経済活動の新陳代謝の促進
⇒金融機関提案型融資創設、ク

ラウド・ファンディングの活用促進

Ẍ ệ

Ẍ

Ẍ Ẍ

Ẍ ṕ Ṗ

資料：厚生労働省「薬事工業生産動態統計調査
（平成22年-平成27年）」より作成

資料：厚生労働省「薬事工業生産動態統計調査

（平成22年-平成27年）」より作成

資料：厚生労働省「雇用保険事業年報」より作成（有雇用事業者数）資料：経済産業省「外資系企業動向調査」より作成

7,477 7,564 7,854 
8,276 8,383 

10,119 

11,700 

4.6%
4.6%

4.8% 5.0% 5.0%

5.9%

6.7%

4.3%
4.2%

4.1%
3.6%

3.8% 3.7% 3.7%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

3,000

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

(所)

開業数

開業率

廃業率

4,999 5,038 

5,376 

5,653 5,627 
5,496 

6.7% 6.5% 6.9% 7.4% 7.5% 7.1%

0.0%

3.0%

6.0%

9.0%

12.0%

15.0%

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

2010 2011 2012 2013 2014 2015

大阪府の医薬品生産額 大阪府の医薬品生産額全国シェア

209 219 228 
288 

430 

639 

1.1% 1.1% 1.1% 1.4%
2.0%

3.0%

0.0%

3.0%

6.0%

9.0%

12.0%

15.0%

0

100

200

300

400

500

600

700

2010 2011 2012 2013 2014 2015

大阪府の医療機器生産額 大阪府の医療機器生産額全国シェア

22 27
企業数
（社）

構成比 企業数
（社）

構成比

3,142 - 3, 410 -

2,139 68.1% 2,2 96 67.3 %

61 1.9% 73 2.1%

16 0.5% 20 0. 6%

186 5.9% 177 5.2 %

82 2.6% 95 2.8 %

7

（億円） （％） （億円） （％）



Ẍ ệ

○ 。彩都と健都に加え、中之島の動きなど

。［シンクタンク、金融機関］

○

は進みつつある。［シンクタンク］

○ Booming! OIH 。［シンクタ

ンク、金融機関］

○ MOBI Ớ 。デザイナー・クリエーターのマッチ

ング技術支援強化の取組みも評価できる。［シンクタンク］

□ 。

がある。［金融機関］

□ 。 。

［シンクタンク］

□ 。今後は、行政による

。知事や市長のトッププロモーションを活かし、大阪とつながりのある海外

の都市との連携に注力すべき。［シンクタンク］

□ スポーツ、食、健康サービスなど 。［シンクタンク］
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■アジア活力の取り込み強

化・物流人流インフラの活用

【主な取組み例】

・関西国際空港の国際ハブ化
⇒関空を拠点とするLCCの就航、

関西国際空港と大阪国際空
港の経営統合、新関空会社
によるコンセッションの実施

・阪神港の国際ハブ化
⇒内航フィーダー網の強化、夢洲

コンテナターミナルC12岸壁の
延伸整備

・物流を支える高速道路機能の強
化
⇒阪神高速道路における対距

離制料金の導入

・人流を支える鉄道アクセス・ネット
ワーク強化
⇒北大阪急行延伸やモノレール

延伸事業化、なにわ筋線の具
体化に向けた取組推進、リニ
ア中央新幹線の東京ー大阪
間の全線同時開業・北陸新
幹線早期全線開通に向けた
取組み

Ẍ ệ

Ẍ

資料：新関西国際空港㈱「関西国際空港運営概況」及び
大阪税関「貿易統計計表」より作成
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Ẍ
資料：関西高速道路ネットワーク推進協議会資料

Ẍ
資料：国土交通省「高規格幹線道路等の幹線道路の状況」及び

「近畿圏広域地方計画 骨子（案）説明資料」より作成
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資料：大阪市「港湾統計」、神戸市「神戸港の港勢」及び大阪
税関「貿易統計計表」より作成



Ẍ ệ

○ インフラ整備に関しては、これからの部分もあるが、 Ṅ

ことは大きい。［大学教授］

○

。［シンクタンク］

○ 世界の主要都市と比べるとまだ不利な状況にあるが、

。 。［金融機関、シンクタンク］

□

［大学教授、シンクタンク］

□ 重要。ミッシングリンクが解消すれば、神戸空港からの

ほうが大阪市内に入りやすい状況も生まれる。

［シンクタンク］

□ 。戦後高度成長の延

長からの次の青写真を整理すべき。［大学教授］

□ 道路ネットワークを活用した産業集積促進も重要。

［金融機関］
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■都市の再生

【主な取組み例】
・企業・人材・情報が集い、イノ

ベーションが生まれる都市づくり
⇒「大阪駅周辺・中之島・御堂

筋周辺地域」等における民
間都市開発事業、うめきた
２期など、大阪の顔となるま
ちづくり

・安全・安心を確保し持続的に
発展する都市づくり
⇒南海トラフ巨大地震を踏ま

えた河川、海岸堤防、ため
池の耐震・液状化対策の
推進

・新たなエネルギー社会の構築と
環境先進都市づくり

⇒再生可能エネルギー、下水
熱の普及促進

・みどりを活かした都市づくり
⇒みどりの風促進区域の緑化

・農空間の多面的な機能を活
かした都市づくり・都市農業の
推進
⇒大阪産（もん）の6次産

業化に取り組む事業者の
新商品開発への技術支援

Ẍ ệ
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資料：大阪府 「平成29年地価公示の結果について」より作成

商業地については、好調なインバウンドによる店舗・ホテル需要や
都心部の好調なマンション及びオフィス需要を背景に上昇率が拡大
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○ 。単なる研究拠点ではなく、有力企業による

オープンイノベーションの拠点形成をめざしてほしい。［シンクタンク］

○ Ễ 。ể が出てきた。世界的に見て

も、 。もっと広く宣伝してよい。［シンクタン

ク］

○

。［シンクタンク］

○ エネルギーの観点では、 。特にビルなどは熱利用も含めトータルコスト削減

に取り組んでいる。［シンクタンク］

□

。［大学教授］

□

。「都市に近いからこそ」という視点で様々に取組める可能性がある。［シンクタンク］

□ が増えており、御堂筋沿いでそうした動きがあってもよいと思う。虫食い的にホ

テルやマンションが建つのではなく、 ［シンクタンク］

12
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【戦略分野の打ち出し】

○ 。［大学教授］

○ 。 であることを認識すべき。［シンクタンク］

○ している。最先端のことをやらないとだめ。

する。［シンクタンク］

【健康・医療関連産業関係】

○ や人々の の提供は、 であり、

ここへ注力していくことが大阪の成長に重要。［民間事業者］

○ 大阪・関西における 、更に磨きをかけ

していかなければならない。また、国内だけでなく、海外の高齢化や健康意識の高まりを見据え、

。［大学教授］

○ 医療や医療機器の周辺分野を考えるべき。 。そこにビッグ

データやIoT 、さらに文化や芸術を加えていく。［シンクタンク］

○ 。［大学教授］

○ に関しては、病院食にも多様なニーズがあるように、 、

生産性向上や中小企業の参画も促進する中で

。［大学教授］
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○ ことは課題。施設で提供される食

事と地元農産物の関係、地元商店街との関連など が求められる。［民間事

業者］

○ の分野では、 、器具をつくる場合でも

状況。商社などビジネス、需要見込みができる が必要。［大学

教授、シンクタンク］

○ 。［シンクタンク］

【インバウンド関係ほか】

○ 。［大学教授］

○ 。[ シンクタンク］

○ 必ずしも最先端でもなくても、 のではないか。

［シンクタンク］

○ 。スマイルカーブの最下流部分で付加価値の

高い産業を興すべき。［大学教授］



【第４次産業革命への対応】

○ いわゆる Ệ 。［シンクタンク］

○ 可能性が高いと推計。

一方で、こうした 人間は ṕ Ṗ

［シンクタンク］

○ の本質は、同じ作業を正確に長時間行えること。今後の

がある。［シンクタンク］

○ 。導入に関して、技術の提供側も利用側も効果が

把握できないので仲介的なサポートや試行できるような仕組みが必要。［民間事業者］

○ は人手不足解消というためではなく 。

［民間事業者］

○ イノベーションを起こしていくためには、IoT 。［民間事業者］

【起業・ベンチャー創出】

○ することで、新ビジネスの創出が期待できる。［経済団体］

○ 起業やベンチャー支援には、教育活動などの種まきに加え、取引先を見つけるため人と人をつなげる活動が重要

○ ベンチャーが次々生まれるためには、 が重要。［民間事業者］

○ 大阪がベンチャーを引き付けるためには、規制改革を進めるか税金を安くするしかない。［ベンチャー企業者］

Ẍ Ệ
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【大阪の強み、ものづくり中小企業ほか】

○ AI IoT

［シンクタンク、民間事業者］

○ IoT 。IoT のすそ野を広げていくためには力

を持った中小企業を生かすことがインパクトが大きい。[ 民間事業者］

○ しているがそこを

。[ 民間事業者］

○ 。

[ 大学教授］

○ 大阪は、 Ổở 。今ある製造業

の強みを資産と捉えているのかもしれないが、負の遺産になるかもしれないという考えで取り組むことが重要。［シンクタンク］

○ IoT になりそこをうまくつなぐ仕組みが大阪

にほしい。[ 民間事業者］

○ 大阪にはＡＩ、ＩＴの活用に向いている資源が多い。たとえば ỌỔ を秘めて

いる。[ 研究機関］

○ バッテリーなど 。水素の普及はコストが課題。［シンクタンク］



【アジア市場の取り込み・接続強化】

○ 。グローバル経済の地域ネットワークは、国境を越えて複雑に張り巡らされており、

。［大学教授］

○ 。大阪の中小企業が海外展開していくうえで、

。［大学教授］

○ 。例えば、オリンピックでも事前キャンプ誘致では発想が乏しい。まだメダルがない国

の選手を数年かけて育成し、万が一メダルを取れれば結びつきは計りしれず、そうした取組みを考えるべき。［シンクタンク］

○ アジアとのつながりにおいて 。［シンクタンク］

○ アジアをターゲットに考える場合、他の人々がその国に関心を持つタイミングではもう遅い。中国であれば省単位、インドで

あれば州単位くらいでセグメントに分け、ネクストアジアくらいの感覚を持った方が良い。［大学教授］

○ ネクストアジアとして、 。［大学教授、

民間事業者］

○ 。文化は人間の本質であり、文化に優しい企業に人が集まる

好循環が生まれる。［民間事業者］

Ẍ
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【対内投資の拡大】

○ 対内投資など 独自性を前面に

打ち出す、特化したポジショニングが求められる。

であり、それは企業ではなく行政が主体的に行う必要。［大学教授］

○ 。それを支える

。［大学教授］

○ 海外の投資家から見て大阪が選択されるかどうか、支援措置などの 。

［大学教授］

【インバウンド戦略】

○ 。2030

年ごろには航空機やホテルなど2,000 万人前後を受け入れるインフラ・観光資源が必要と見込まれ、その受皿としての

ベイエリアの開発、ＩＲは不可欠と考えられる。［シンクタンク］

○ 。また、毎日１００万円使い続けてもらうだけのコンテンツが

大阪にはあるのか。 ことを認識すべき。［シンクタンク］

○ 。インバウンド政策は、全国どこにでも

ある消費財の爆買期待などに偏ることなく、 。［大学教授］



【人口減少への対応】

○ 。 、

や など、あらゆる手段を講じる必要。［大学教授］

○ は極めて重要な視点だが、活躍促進に 。そもそも働いて

いない層については、 。その代わり、やむを得ず非正規となっている

就労者の正社員化や働き方改革、処遇改善、定着促進などに平行して取り組むことが重要。［民間事業者］

○

。［大学教授］

○ 労働力不足の中では、技術や資格を持つ人は自己の仕事だけという縦割りから、要請に合わせフレキシブルに

人材を融通する をシステマティックにつくることも求められる。［民間事業者］

【女性・シニア層の活躍】

○ 。大阪の世帯年収が低いのは女性の就業率の低さも影響

している。［大学教授］

○ 多様な発想を取り入れていくためにダイバーシティを進める企業に求められる

［シンクタンク］

○ シニア人材をこれからいかに生かしていくかが重要。

。［産業支援団体］

Ẍ
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【若年層の定着】

○ 大阪が ことが課題。人口減少下で日本が成長していくためには、

大阪のような 。［大学教授］

○

のではないか。［大学教授］

○ ベンチャーなどにかかわる

、 。［民間事業者]

○ 大学段階での呼び込みが必要。関西の大学が魅力的なプログラムを提供して、若い人を集めることが大事。

［ベンチャー企業]

【IT 人材・グローバル人材】

○ Ổở 。 であり、大阪で手を打たなければ

東京が核となる。自治体や教育界だけで手におえる分野でなく、 が必要。［研究機関］

○ ［シンクタンク］

Ẇ ［大学教授］

【外国人材】

○ 高度人材ではないが

のでないか。［シンクタンク]

○ ので包括的な支援が重要。［大学教授]

○ 日本の雇用や生活環境が必ずしも魅力的でなくなっており、

。人口減少社会を踏まえ 。［大学教授］
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○ 今後の していく必要

○ 4 していく必要

○ 拡大するアジアの成長を取り込むために、 など

経済的なネットワーク強化を図っていく必要

○ 人口減少や人手不足に対応し を

図っていく必要

Ẍ
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・安積 敏政 甲南大学経営学部教授
・浅川 陽 パーソルキャリア株式会社公共事業統括部
・荒木 秀之 りそな総合研究所主席研究員
・池田 佳子 関西大学国際部教授
・石川 智久 株式会社日本総合研究所調査部関西経済研究センター長
・稲田 義久 甲南大学副学長／一般財団法人アジア太平洋研究所数量経済分析センター長
・猪木 武徳 大阪大学名誉教授
・植木 まり子 株式会社パソナDotank 本部西日本ソリューション事業部担当部長
・植田 樹 株式会社株式会社幸和製作所管理本部経営企画部経営企画課課長
・上田 恵陶奈 株式会社野村総合研究所未来創発センター2030 年研究室上級コンサルタント
・太下 義之 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社芸術・文化政策センター長
・大野 泉 政策研究大学院大学教授
・岡田 直樹 一般財団法人アジア太平洋研究所アウトリーチ推進部部長
・カイト由利子 関西大学名誉教授
・垣本 憲一 柏原計器工業株式会社工場長
・加藤 遼 株式会社パソナソーシャルイノベーション部副部長
・加藤 久和 明治大学政治経済学部教授
・木下 祐輔 一般財団法人アジア太平洋研究所調査役兼研究員
・キランS.セティ 株式会社ジュピターインターナショナルコーポレーション代表取締役社長
・小泉 洋平 株式会社三菱総合研究所関西センター兼地域創生事業本部地域産業戦略グループ主任研究員
・後藤 健太 関西大学経済学部教授
・小林 潔司 京都大学経営管理大学院経営研究センター長
・小原 美紀 大阪大学大学院国際公共政策研究科教授
・崎 恵典 株式会社三菱総合研究所関西センター兼ヘルスケア・ウェルネス事業本部ヘルスケア・ウェルネス産業グループチーフコンサルタント
・芝先 恵介 株式会社トラベルテックラボ代表取締役社長
・須田 健太郎 株式会社フリープラス代表取締役社長
・瀬戸口 恵美子 公益財団法人太平洋人材交流センター国際交流部長
・高藤 さゆり ヤフー株式会社ＩＤサービス統括本部大阪開発本部ＩｏＴプランナー
・田中 邦裕 さくらインターネット株式会社代表取締役社長
・田中 啓介 株式会社ＮＴＴドコモ関西支社法人営業部第三営業担当課長
・谷井 等 元シナジーマーケティング株式会社代表取締役社長兼CEO
・玉井 博文 マッスル株式会社代表取締役社長
・寺薗 佑樹 柏原計器工業株式会社ＩＣＴ推進部リーダー
・寺田 知太 株式会社野村総合研究所IT 基盤イノベーション本部ビジネスIT 推進部グループマネージャー
・戸塚 健一 株式会社幸和製作所開発本部商品開発部部長
・中井 勝雅 関西大学国際部国際研究交流コーディネーター
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・長町 理恵子 追手門学院大学経済学部経済学科准教授
・中村 浩樹 ヤフー株式会社ＩＤサービス統括本部スマートデバイス本部ＩｏＴプラットフォームサービスマネージャー
・名取 隆 立命館大学大学院 テクノロジー・マネジメント研究科教授・研究科長
・西浦 瑞穂 株式会社日本総合研究所調査部関西経済研究センター副主任研究員
・西野 太郎 柏原計器工業株式会社品質管理部次長
・濱野 雅夫 不二精工株式会社代表取締役
・林 健太 甲南大学経済学部准教授
・林 茂樹 大阪工業大学知的財産学部教授
・原田 和夫 一般社団法人大阪府産業支援型NPO協議会最高顧問
・本多 哲夫 大阪市立大学商学部教授
・本間 義康 パナソニック株式会社生産技術本部企画センターロボット戦略担当主幹
・松川 佳洋 一般財団法人アジア太平洋研究所研究計画部部長
・三浦 幸治 柏原計器工業株式会社専務取締役
・三浦 直人 柏原計器工業株式会社代表取締役
・宮尾 展子 株式会社ダン計画研究所代表取締役
・本村 陽一 国立研究開発法人産業技術総合研究所人工知能研究センター首席研究員
・森井 愛子 株式会社野村総合研究所グローバルインフラコンサルティング部コンサルタント
・吉澤 雅保 株式会社りそな銀行大阪公務部営業第一部グループリーダー
・吉田 圭輔 関西大学国際部SUCCESS推進担当コーディネーター
・和田 幸治 不二精工株式会社総務課課長
・和田 理都子 野村証券株式会社金融公共公益法人部公共公益法人課主任研究員
・その他 経済団体（公益社団法人関西経済連合会、大阪商工会議所）、金融関係（株式会社池田泉州銀行）、

民間企業、研究機関、大学関係


